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第 1章 計画の策定にあたって 
1.計画策定の背景と趣旨 

越谷市では、平成１６年３月に策定した「新越谷市障害者計画」に基づき、『障がい

のある人もない人も分け隔てられることなく、ともに育ち、ともに働き、ともに暮らすこと

のできる地域社会』の実現を目指し、各種の障がい者施策を進めてきました。 

こうした中、障がい者の福祉制度は、平成１８年１０月に施行された障害者自立支援

法においては、これまで障がい種別ごとに提供されてきたサービスの一元化や既存の

サービス体系の再編、利用者負担の見直しなどが行われるとともに、障害福祉サービ

ス等を円滑に提供できるよう、数値目標やサービスの必要な量の見込み（見込量）など

を定める「障がい福祉計画」の策定が義務づけられました。 

その後、幾多の改正を重ね、障害者自立支援法の改正法である、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律、いわゆる障害者総合支援法が、平

成２５年４月に施行されました。 

この法改正に伴い、障がい者の範囲について、「制度の谷間」を埋めるべく、新たに

難病患者等が加わりました。また、障がい者に対する支援では、①重度訪問介護の対

象拡大、②ケアホームのグループホームへの一元化、③地域移行支援の対象拡大、

④障がい者に対する理解を深めるための研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行

う者を養成する事業等の地域生活支援事業への追加が盛り込まれました。 

障がい者の権利保障の観点では、障害者基本法の改正や障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律、いわゆる障害者差別解消法が成立したこと等により、国

内の法律が障害者権利条約の求める水準に達したとして、平成２５年１２月、障害者

権利条約の批准が国会で承認され、国連事務局への申請が平成２６年１月に受理さ

れました。 

その他、平成２５年度には国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の

推進等に関する法律、いわゆる障害者優先調達推進法が施行され、さらに平成２８

年には、障がい者の雇用を拡大するための障害者雇用促進法（改正）の施行や、障

害者差別解消法の施行が予定され、障がい者を取り巻く法制度は大きく変化をとげて

いきます。 

また、越谷市は、市民サービスのさらなる向上を図るため、平成２７年４月から中核

市に移行します。中核市に移行すると、数多くの事務が埼玉県より移譲され、障がい

福祉の分野でも、身体障害者手帳の交付、指定障害福祉サービス事業者の指定、社

会福祉施設等施設整備費補助金に関する事務等が市の事務となります。 

本市としては、以上のような課題等を踏まえ、「第４期越谷市障がい福祉計画」を策

定することにより、すでに策定している「第３次越谷市障がい者計画」における障がい

者施策と合わせ、引き続き、総合的な障がい者支援体制の確立を目指します。 
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2.計画の性格、位置づけ、期間 

(1) 計画の性格 

この計画は、障害者総合支援法第 88 条にもとづき、国の基本的指針に沿って、障害

福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項を定

めるものです。 

【定めなければならない項目】 

①障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目

標に関する事項 

②各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支

援の種類ごとの必要な量の見込み（見込量） 

③地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

(2) 計画の位置づけ 

市で策定する障がい者についての主な計画には「①障がい福祉計画」と「②障がい者

計画」があります。 

今回策定される「①障がい福祉計画」は、障害者総合支援法に基づく、障害福祉サー

ビスの見込量と提供体制を確保するための実施計画です。 

これに対し、「②障がい者計画」は障害者基本法に基づくもので、第４次越谷市総合

振興計画の部門計画として障がい者のための施策に関する基本的な事項を定めた中長

期計画です。障害福祉サービスに係る目標値については、両計画の整合性を図ってま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1：本計画の体系図 
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(3) 計画の期間 

今回策定する第4期計画は、第3期までの実績を踏まえて必要な見直しを行い、平成

27 年度から平成 29年度までを計画期間とし、平成 26 年度に策定します。 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

         

         

図 1-2：本計画と障がい者計画の期間 

(4) 計画の策定にあたって 

計画の策定にあたっては、｢第４期越谷市障がい福祉計画・第４次越谷市障がい者計

画策定に向けてのアンケート調査｣を実施し、ニーズの把握を行いました。 

また、学識経験者や地域の福祉関係者、公募市民等で構成される「越谷市障害者施

策推進協議会」及び、相談支援事業関係者や障害福祉サービス事業関係者等で構成

される「越谷市障害者地域自立支援協議会」から、計画案に対しての意見を頂戴し、策

定に反映します。 

なお、｢越谷市障害者施策推進協議会｣については、平成２７年４月の中核市移行に

伴い、社会福祉法に基づく「越谷市社会福祉審議会障害者福祉専門分科会」にその機

能を移行し、廃止することとなりました。 
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第 4期越谷市障がい福祉計画 見直し 
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第 4 次越谷市障がい者計画 
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第 2章 計画の目標 

1.基本理念 

計画の策定にあたって、障がい者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法及

び越谷市障がい者計画の基本理念である「障がいのある人もない人も分け隔てられる

ことなく、ともに育ち、ともに働き、ともに暮らすことのできる地域社会」を踏まえ、次に掲

げる点に配慮してまいります。 

 

(1) 障がい者の自己決定と自己選択の尊重 

基本理念のもと、障がい者等の自己決定を尊重し、その意思決定の支援に配慮する

とともに、障がい者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、その自

立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業の提供体制の確立を図ります。 

 

(2) 多様な障がいに係る制度の一元化 

障害福祉サービスの対象となる障がい者等を、身体障がい者、知的障がい者、精神

障がい者（発達障がい者及び高次脳機能障がい者を含む。）、難病患者等であって 18

歳以上の者及び障がい児とします。これらの対象者に対し、制度の谷間のない、個々の

ニーズに基づいた支援を行うとともに、さらなる充実を図ります。 

 

(3) 地域生活移行や就労支援等のサービス提供体制の整備 

障がい者の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行や継続の支援、就

労支援といった課題に対応したサービス提供体制を整えます。また、障がい者等の地域

での生活を支えるシステムを実現するため、地域の社会資源を最大限に活用します。 

  



 

 5 

2.基本目標 

基本理念を踏まえ、次に掲げる点に配慮して数値目標を設定し、計画的な整備を図り

ます。 

 

(1) 訪問系サービスの充実 

地域での生活を希望する障がい者に対し、各個人が必要な訪問系サービスを受ける

ことができるよう、サービスの充実を図ります。 

 

(2) 日中活動系サービスの充実 

生活や就労の技術を身につける事や、社会参加をめざす障がい者が、適切な日中活

動系サービスを選択し、充実した日々を送ることができるよう、サービスの充実を図りま

す。 

 

(3) グループホーム等居住系サービスの充実と地域生活への移行 

地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、地域移行支援

及び地域定着支援、自立訓練事業等の推進により、入所等から地域生活への移行を図

ります。 

 

(4) 福祉施設から一般就労への移行 

就労移行支援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一般就労への移行を進

めるとともに、福祉施設における働く場の拡大を図ります。 

 

(5) 相談支援の提供体制の確保 

相談支援に関する基本的な考え方として、障がい者が地域において自立した日常生

活または社会生活を営むためには、障害福祉サービスの提供体制の確保とともに、これ

らのサービスの適切な利用を支える相談支援体制が不可欠です。このため、地域の課

題を共有し解決に向け協働する中核的な役割を果たす体制として設けた障害者地域自

立支援協議会を中心とするネットワークの構築を進めます。 
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(6) 障がい児支援の提供体制の確保 

子ども・子育て支援法にもとづく教育、保育等の利用状況を踏まえ、居宅介護や短期

入所等の障害福祉サービス、児童福祉法にもとづく障がい児支援等の専門的な支援の

確保および共生社会の形成促進の観点から、教育、保育等の関係機関とも連携を図っ

たうえで障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで、共に育ちあうこと

を支える一貫した効果的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ることが重要

です。 

障がい児を支援するための体制を確保するため、児童福祉法にもとづく障がい児通

所支援等についても障がい福祉計画に定め、当該計画に沿った取り組みを進めるよう努

めます。 
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3.平成 29 年度の数値目標の設定 

障がい者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課題に対

応するため、平成２９年度を目標年度とする第４期計画において、必要な障害福祉サ

ービス等の提供体制の確保に係る目標として、次に掲げる事項を設定します。 

 

(1) 施設入所者の地域生活への移行 

国・県からは基準となる時点（平成 25 年度末）の施設入所者の 12％以上が地域生活

へ移行するという目標が示されました。越谷市においては、地域生活移行者数等の実情

を踏まえ、以下のように設定します。 

 

表 2-1:施設入所者の地域生活移行の目標値について 

項目 目標値の考え方 数値 

基準値 施設入所者数(平成 25 年度末時点) 207 人 

目標値 目標年度までの地域生活移行者数を平成 25 年度末

時点の施設入所者数の 10％とする。 

(207 人×10％＝21 人) 

21 人 

（10％） 

 

(2) 入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

国においては、入院中の精神障がい者の退院に関する目標値として、入院後３か月

時点の退院率及び入院後１年時点の退院率並びに長期在院者数に関する目標値を設

定することとしております。一方、県からは1年未満入院者の平均退院率の現状値である

６８．７％（平成２４年５月時点）を平成２９年度に７６％とすることを目標として設定するとい

う考え方が示されました。 

しかしながら、越谷市民のうち、入院中の精神障がい者数及び１年間における退院者

数の現状値を越谷市が把握することは、対象施設が全国の病院等となるため困難です。

そのため、目標値を設定することはできないものと考えますが、地域生活への移行を希

望する方に対しては、医療機関等と連携し支援を行います。 
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(3) 福祉施設から一般就労への移行 

(3)-1 福祉施設から一般就労への移行 

福祉施設から一般就労への移行について、平成 24 年度の一般就労への移行実績

（越谷市は 7 人）を基準とし、目標年度の一般就労への移行者数を、国の考え方では２

倍（14 人）以上、県の考え方では３割（3 人）以上増やすこととしています。越谷市におい

ては、平成 25 年度の福祉施設から一般就労への移行者数（22 人）が、既に国、県の考

え方を上回る実績となっています。引き続き、高い実績を維持するため、目標年度の一

般就労への移行者数を以下のとおり設定することとします。 

 

表 2-2-1:福祉施設から一般就労への移行の目標値 

項目 目標値の考え方 数値 

(3)-1   

基準値 一般就労への移行実績 (平成 24 年度) 7 人 

目標値 

平成25年度は、就労移行支援事業利用者数（44人）に対

する一般就労への移行者数（22 人）の割合が 5割であっ

たことから、平成 29 年度の一般就労への移行者数も、平

成 29 年度の就労移行支援事業利用者数目標値（70 人）

の 5 割とする。 

(70 人×0.5＝35 人) 

35 人 

 

 (3)-2 就労移行支援事業の利用者数 

国・県より、福祉施設から一般就労への移行の目標値を達成するため、就労移行支援

事業の利用者数について、平成29年度末における利用者数が平成25年度末における

利用者数の 6 割以上増加することを目指すという考え方が示されました。越谷市におい

ても国・県の考え方同様、平成 29 年度末における就労移行支援事業の利用者数が平

成 25 年度末における利用者数の 6割以上増加することを目標値とすることとします。 

 

表 2-2-2:就労移行支援事業の利用者数の目標値 

項目 目標値の考え方 数値 

(3)-2 

基準値 就労移行支援事業利用者数（平成 25 年度末） 44 人 

目標値 
平成 25 年度末の利用者数の６割を増加する。 

(44 人×1.6＝70 人) 
70 人 
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(3)-3 事業所ごとの就労移行率  

(3)-2 と同様、国・県より、福祉施設から一般就労への移行の目標値を達成するため、

就労移行支援事業所のうち、就労移行率が 3 割以上の事業所を全体の 5 割以上とする

ことを目指すという考え方が示されました。越谷市においても国・県の考え方同様、市内

の就労移行支援事業所のうち、就労移行率が 3割以上の事業所を全体の 5割以上とす

ることとします。 

 

表 2-2-3:事業所ごとの就労移行率の目標値 

項目 目標値の考え方 数値 

(3)-3 

基準値 市内就労移行支援事業所数 2 施設 

目標値 
就労移行支援事業所のうち、就労移行率が3割以上の事

業所を全体の 5割以上とする。 
2 施設 

参考値 

平成 25 年度の就労移行率（事業所Ａ） 

(就労者 6人／利用者 7人) 
85.7％ 

平成 25 年度の就労移行率（事業所Ｂ） 

(就労者 20 人／利用者 50 人) 
40.0％ 
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第3章 障害福祉サービスの見込量と確保

のための方策 
 

障害者総合支援法に基づくサービスには、在宅生活を支援する｢訪問系サービス｣、

施設への通所や入所施設での昼間のサービスである｢日中活動系サービス｣、入所施

設での夜間のサービスやグループホームなどの｢居住系サービス｣に大別される障害

福祉サービスがあります。さらに、計画相談、地域移行支援及び地域定着支援を行う

「相談支援」、市町村が地域の実情に応じて行う「地域生活支援事業」があります。 

今期計画からは、見込量と確保のための方策を設定する項目として、新たに児童福

祉法に基づく障がい児に対するサービスが追加され、ライフステージに応じた一体的

なサービス確保が求められています。 

本章では、障害福祉サービス（訪問系サービス、日中活動系サービス、居住系サー

ビス）、相談支援、障がい児向けサービスの見込量と確保のための方策について定め

ています。 

なお、地域生活支援事業については第４章において見込量と確保のための方策を

定めます。 
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第 3期計画  第 4 期計画（本計画） 

■訪問系サービス 

居宅介護 重度訪問介護 

行動援護 重度障害者等包括支援 

同行援護 

■訪問系サービス 

居宅介護 重度訪問介護 

行動援護 重度障害者等包括支援 

同行援護 

■日中活動系サービス 

生活介護 自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 就労移行支援 

就労継続支援（A型・雇用型） 

就労継続支援（B型・非雇用型） 

療養介護 

短期入所（ショートステイ） 

■日中活動系サービス 

生活介護 自立訓練（機能訓練） 

自立訓練（生活訓練） 就労移行支援 

就労継続支援（A型・雇用型） 

就労継続支援（B型・非雇用型） 

療養介護 

短期入所（ショートステイ） 

■居住系サービス 

共同生活援助（グループホーム） 

共同生活介護（ケアホーム） 

施設入所支援 

■居住系サービス 

共同生活援助（グループホーム） 

施設入所支援 

■相談支援 

計画相談支援 地域移行支援 

地域定着支援 

■相談支援 

計画相談支援 地域移行支援 

地域定着支援 

■地域生活支援事業 

相談支援事業 

コミュニケーション支援事業 

日常生活用具給付事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター事業 

■地域生活支援事業 

理解促進・研修啓発事業 

自発的活動支援事業 

相談支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度法人後見事業 

意思疎通支援事業 

日常生活用具給付事業 

手話奉仕員養成研修事業 

移動支援事業 

地域活動支援センター事業 

 (中核市移行に伴う追加事業) 

専門性の高い意思疎通支援に係る事業 

■障がい児向けサービス 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

障害児相談支援 

図 3-1：障害福祉サービスの一覧 
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1.障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの見込量 

(1) ホームヘルプサービス（訪問系）の見込量について 

(1）-1 サービスの概要 

①居宅介護 

自宅で介護が必要な人に入浴や排泄、食事などの介護を行います。 

②重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常時介護を要する人に自宅で入浴や排泄、食事など

の介護や外出時の移動の介護を総合的に行います。 

③同行援護 

重度視覚障がい者（児）の外出時に同行し、移動に必要な情報の提供や援護

を行います。 

④行動援護 

知的障がいまたは精神障がいにより行動上の障がいのある人などに、外出の

前後に危険を回避するために必要な援護を行います。 

⑤重度障害者等包括支援 

寝たきり状態などの介護の必要性がとても高い人に、居宅介護などの複数の

サービスを組み合わせて包括的に支援を行います。 

 

(1）-2 算定の考え方 

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援の５つ

の訪問系サービスの見込量は、国、県の考え方にもとづき、現に利用している人数、

障がい者等のニーズ等を勘案し算定します。 

表 3-1：訪問系サービスの実績 

 単位（年間） H24 H25 H26（見込） 

ホームヘルプサービ

ス実績合計 

利用人数 324 361 392 

利用時間 71,537 84,308 95,009 

 

(1)-3 サービスの見込量 

表 3-2：訪問系サービスの見込量 

 単位（年間） H27 H28 H29 

ホームヘルプサービ

ス見込量合計 

利用人数 427 463 501 

利用時間 107,013 119,493 132,469 
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(2) 日中活動系サービスの見込量について 

(2）-1 サービスの概要 

①生活介護 

常に介護が必要な人に、昼間、入浴・排泄・食事の介護等を行うとともに、創

作活動や生産活動の機会を提供します。 

②自立訓練（機能訓練） 

地域生活を営む上で一定の支援が必要な障がい者に、理学療法・作業療法

等の身体的リハビリテーションや歩行訓練・コミュニケーション・家事等の訓練を

行います。 

③自立訓練（生活訓練） 

地域生活を営む上で一定の支援が必要な障がい者に、食事や家事等日常生

活能力を向上するための訓練を行います。 

④就労移行支援 

一般企業への就労を希望する人などに、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

⑤就労継続支援（A型） 

一般企業での就労が困難な人などに、雇用契約に基づいて就労の機会を提

供するとともに、就労に必要な知識・能力の向上を図り、一般就労への移行に向

けて支援を行います。 

⑥就労継続支援（B 型） 

一般企業での就労が困難な人などに、就労の機会や生産活動の機会を提供

し、就労に必要な知識・能力の向上のための支援を行います。 

⑦療養介護 

常時介護を必要とする障がい者のうち、長期の入院による医療ケアを必要と

する人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護及び日常生活上の介護

を行います。 

⑧短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間・夜間を含め施設で入浴や

排泄、食事の介護等を行います。 

 

(2)-2 算定の考え方 

日中活動系サービスの見込量については、これまでの利用実績をもとに、入所

施設から地域生活への移行、入所施設の待機者等を加味して算出します。 
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また、日中活動系サービスは継続的に利用されることが多いため、見込量につい

ては、1 か月の総利用日数で算定します。 

表 3-3：日中活動系サービスの実績 

サービス 単位（月） H24 H25 H26（見込） 

生活介護 人数 354 362 384 

人日分 7,788 7,964 8,448 

自立訓練 

（機能訓練） 

人数 4 3 3 

人日分 88 66 66 

自立訓練 

（生活訓練） 

人数 2 1 7 

人日分 44 22 154 

就労移行支援 人数 36 44 50 

人日分 792 968 1,100 

就労継続支援 

（A 型） 

人数 6 22 24 

人日分 143 484 528 

就労継続支援 

(B 型) 

人数 171 193 205 

人日分 3,762 4,246 4,510 

療養介護 人数 34 33 32 

短期入所 人数 32 27 39 

人日分 205 186 227 

 

(2)-3 サービスの見込量 

表 3-4：日中活動系サービスの見込量 

サービス 単位（月） H27 H28 H29 

生活介護 人数 396 412 428 

人日分 8,712 9,064 9,416 

自立訓練 

（機能訓練） 

人数 5 5 5 

人日分 110 110 110 

自立訓練 

（生活訓練） 

人数 8 11 13 

人日分 176 242 286 

就労移行支援 人数 56 63 70 

人日分 1,232 1,386 1,540 

就労継続支援

（A型） 

人数 36 45 56 

人日分 792 990 1,232 

就労継続支援 

(B 型) 

人数 224 242 261 

人日分 4,928 5,324 5,742 

療養介護 人数 33 33 33 

短期入所 人数 39 43 46 

人日分 227 250 267 

     ※｢人日分｣とは、｢人日分｣＝｢月間の利用人数｣×｢月間の利用日数｣をいう。 

       （例）生活介護：354 人×22 日（月間の利用日数）＝7,788 人日分 

 



 

 15 

(3) 居住系サービスの見込量について 

(3)-1 サービスの概要 

①共同生活援助（グループホーム） 

主として夜間において、共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排泄

または食事の介護その他日常生活上の援助を行います。 

＊障害者総合支援法の施行に伴い、共同生活介護（ケアホーム）は共同生活援

助（グループホーム）へ一元化されました。 

②施設入所支援 

施設に入所する人に、夜間や休日、入浴・排泄・食事の介護などを行います。 

(3)-2 算定の考え方 

居住系サービスの見込量については、これまでの利用実績をもとに、入所施設

から地域生活への移行、入所施設の待機者等を加味して算出します。 

 

表 3-5:居住系サービスの実績 

サービス 単位（月） H24 H25 H26（見込） 

共同生活援助 人 54 60 66 

施設入所支援 人 216 207 213 

 

(3)-3 サービスの見込量 

表 3-6：居住系サービスの見込量 

サービス 単位（月） H27 H28 H29 

共同生活援助 人 76 82 88 

施設入所支援 人 215 217 219 

 

(4) 相談支援の見込量について 

(4)-1 サービスの概要 

①計画相談支援 

障がい者の自立した生活を支え、抱える課題の解決や適切なサービス利用に

向けて、サービス等利用計画案を作成し、サービスの利用後には定期的に計画

を見直し、必要なサービスの利用調整（モニタリング）を行います。 

②地域移行支援 

長期間の入所・入院から地域生活に移行しようとする人の住居の確保その他

の地域における生活に移行するための活動に関する相談等を行います。 
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③地域定着支援 

常時の連絡体制を確保し、障がいに起因して生じた緊急の事態等に相談そ

の他必要な支援を行います。 

 

(4)-2 算定の考え方 

計画相談支援については、これまでの利用実績をもとに算出します。 

地域移行支援、地域定着支援については、これまでの利用実績をもとに、入所

施設から地域生活への移行等を加味して算出します。 

 

表 3-7：相談支援の実績 

サービス 単位（月） H24 H25 H26（見込） 

計画相談支援 人 2 8 44 

地域移行支援 人 0 0 0 

地域定着支援 人 0 0 0 

 

(4)-3 サービスの見込量 

表 3-8：相談支援の見込量 

サービス 単位（月） H27 H28 H29 

計画相談支援 人 111 119 126 

地域移行支援 人 2 2 2 

地域定着支援 人 2 2 2 
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(5) 障がい児支援の見込量について 

(5)-1 サービスの概要 

①児童発達支援 

未就学の障がい児に対し日常生活における基本的な動作の指導、知識技能

の付与、集団生活への適応訓練などを行います。 

②放課後等デイサービス 

放課後や長期休暇における生活能力向上のための訓練などを行います。自

立促進および放課後等の居場所作りを推めます。 

③障害児相談支援 

障害児通所支援（児童発達支援、放課後等デイサービス等）を利用する際に

サービス利用を通じて本人や家族の希望する生活を実現するための障害児支

援利用計画案を作成し、サービスの利用後には定期的に計画を見直し、必要な

サービスの利用調整（モニタリング）を行います。 

 

(5)-2 算定の考え方 

障がい児向けサービスについては、地域における児童の数の推移、現に利用し

ている障がい児の数、障がい児等のニーズ等を勘案し、見込量を算出します。 

表 3-9:障がい児向けサービスの実績 

サービス 単位（月） H24 H25 H26（見込） 

児童発達支援 人 47 108 169 

利用日数 445 959 1,473 

放課後等デイサービス 人 315 398 481 

利用日数 2,258 3,243 4,228 

障害児相談支援 件数 0 0 19 

 

(5)-3 サービスの見込量 

表 3-10：障がい児向けサービスの見込量 

サービス 単位（月） H27 H28 H29 

児童発達支援 人 241 313 390 

利用日数 2,062 2,690 3,336 

放課後等デイサービス 人 579 678 782 

利用日数 5,394 6,560 7,799 

障害児相談支援 件数 31 44 59 
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2.障害福祉サービスと相談支援の種類ごとの見込量の確保のための方策 

 

(1) 訪問系サービスの充実 

(1)-1 サービス事業者への情報提供 

障害福祉サービスや相談支援の提供基盤を確保するため、これらのサービス事

業者の把握に努めるとともに、広く、情報提供を行うことなどにより、多様な事業者

の参入を促進します。 

(1)-2 サービス内容の充実 

障がいの種別にかかわらず、必要に応じて、適切なサービスが受けられるよう、

相談支援事業所の活用や、サービス利用計画案の作成等の支援を行います。また、

質の高いサービスが提供できるよう、研修等により従事者の資質の向上を図るととも

に、公正・中立な立場から福祉サービスを評価する第三者評価の導入を促進しま

す。 

 

(2) 日中活動系サービスの充実 

(2)-1 日中活動系サービス事業所の設置促進 

日中活動系サービスの充実を図るため、事業所の設置について、社会福祉法人

やＮＰＯ法人等に対して、国や市の補助制度の周知を図るとともに、国庫補助の採

択に向けた協議を行います。 

 

(3) 居住系サービスの充実 

(3)-1 グループホームの設置促進 

障がい者の地域生活への移行を進めるため、地域における居住の場であるグル

ープホームの設置について、社会福祉法人やＮＰＯ法人等に対して、国や市の補

助制度の周知を図るとともに、国庫補助の採択に向けた協議を行います。 

(3)-2 グループホーム等の利用促進 

グループホーム等での暮らしを体験するための補助を行い、障がい者の地域生

活への移行を支援します。 
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 (4) 一般就労への移行等の促進 

(4)-1 一般就労への移行支援 

福祉施設から一般就労への移行を進めるため、就労移行支援や就労継続支援

のサービス事業者が円滑な事業展開が図れるよう支援を行います。また、障害者就

労支援センターにおいて、サービス事業者への相談支援を行うとともに、就職後の

職場定着のための事業所巡回や離職後の再就職のための相談など、次につなげ

る支援を行います。 

(4)-2 就労支援事業の充実 

障がい者の一般就労を推進するため、企業やハローワーク等関係機関と連携を

図りながら、障害者就労支援センターにおいて就労相談や職場開拓など障がい者

の適性にあった就労支援の充実に努めます。また、障がい者が地域社会での就労

能力や社会適応力を高めていくとともに、事業所の障がい者就労に対する理解を

深めること等を目的とした、地域適応支援事業を通して、一般就労が困難な障がい

者の職場参加や職場実習を進めます。 

 

(5) 相談支援の整備 

(5)-1 相談支援の充実 

障がい者の自立した生活を支え、抱える課題の解決や適切なサービス利用に向

けて、サービス等利用計画案を作成し、きめ細やかな支援をします。また、地域生

活への移行者の住居の確保等に関する相談等の充実を図るとともに、常時の連絡

体制を確保し、障がいに起因して生じた緊急の事態等に相談その他必要な支援を

行います。基本相談については、必要な情報の提供及び適切な助言が行えるよう

努めます。 

 

(6) 障がい児支援の提供体制の確保 

(6)-1 教育、保育等の関係機関との連携 

子ども・子育て支援法に基づく、教育、保育等の利用状況を踏まえ、居宅介護や

短期入所等の障害福祉サービス、児童福祉法に基づく障がい児支援等の専門的

な支援の確保に努めます。また、共生社会の形成促進の観点から、教育、保育等

の関係機関とも連携を図りながら、障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から

学校卒業まで、共に育ちあうことを支える一貫した効果的な支援を地域で提供する

体制づくりに努めます。 
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第 4章 地域生活支援事業 
 

障害者総合支援法第 77 条に基づき、障がい者がその有する能力及び状態に応じ、

自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域生活支援事業を推進

します。 

地域生活支援事業とは、障がい者の地域生活を支援するため地域の実情に応じて

市町村が実施する事業です。 

表 4-1:地域生活支援事業一覧 

(1)理解促進・研修啓発事業 教室開催、事業所訪問、イベント開催、広報活動など 

(2)自発的活動支援事業 地域住民によるピアサポート、災害対策、孤立防止活

動、ボランティア活動などの自主的活動の支援 

(3)相談支援事業 相談支援事業、障害者地域自立支援協議会、基幹相

談支援センター等機能強化事業、住宅入居等支援事

業 

(4)成年後見制度利用支援事業 障害福祉サービスの利用の観点から、成年後見制度を

利用することが有用であると認められる知的障がい者

又は精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支

援 

(5)成年後見制度法人後見支援

事業 

法人後見実施のための研修や安定的な活動を実施す

るための組織体制の構築、適正な活動のための支援 

(6)意思疎通支援事業 手話通訳者・要約筆記者派遣事業、手話通訳者設置

事業 

(7)日常生活用具給付事業 介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等

支援用具、情報・意思疎通支援用具、排泄管理支援用

具、居宅生活動作補助用具（住宅改修）、点字図書の

給付 

(8)手話奉仕員養成研修事業 聴覚障がいのある方との交流活動の促進、市区町村の

広報活動などの支援者の育成 

(9)移動支援事業 社会生活上必要不可欠な外出の際の移動支援、余暇

活動等社会参加のための外出の際の移動支援 

(10)地域活動支援センター事業 創作的活動、生産活動の機会提供、社会との交流促

進等 

(11)専門性の高い意思疎通支援

にかかる事業 
手話通訳者・要約筆記者養成研修事業、手話通訳者・

要約筆記者派遣事業、盲ろう者向け通訳・介助員養成

研修事業、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

(12)その他の事業 訪問入浴、更生訓練費給付事業、就職支度金給付事

業、自動車運転免許取得･改造補助事業、日中一時支

援事業 
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1.地域生活支援事業の内容及び見込量 

(1) 理解促進・研修啓発事業 

(1)-1 事業の概要 

障がいのある方が日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障壁」をな

くすため、地域の住民に対して、障がいのある方に対する理解を深めるための研修

会やイベントの開催、啓発活動などを行います。 

 

(2) 自発的活動支援事業 

(2)-1 事業の概要 

障がいのある方、その家族、地域住民などが地域において自発的に行う活動（ピ

アサポート、ボランティア活動等）を支援します。 

 

(3) 相談支援事業 

(3)-1 事業の概要 

①障害者相談支援事業 

障がい者及び障がい者の家族等からの相談に応じ、必要な情報提供等を行

います。 

②障害者地域自立支援協議会 

障害者総合支援法により位置づけられた障害者地域自立支援協議会と、各

相談支援事業所を中心に地域の相談支援体制とネットワークの構築を図りま

す。 

 

   (3)-2 算定の考え方 

現在相談支援事業を実施している事業所の活動を基礎に算定します。 

表 4-2:相談支援事業の実績 

 単位 H24 H25 H26（見込） 

障害者相談支援事業 実施箇所数 4 3 3 

 

(3)-3 事業の見込量 

表 4-3:相談支援事業の見込量 

 単位 H27 H28 H29 

障害者相談支援事業 実施箇所数 3 3 3 
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 (4) 成年後見制度利用支援事業 

(4)-1 事業の概要 

  障害福祉サービスの利用の観点から、成年後見制度を利用することが有用であ

ると認められる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支

援することにより、その障がい者の権利擁護を図ります。 

(4)-2 算定の考え方 

成年後見制度利用支援事業については、過去の利用実績などを基礎に算定し

ます。 

表 4-4:成年後見制度利用支援事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

成年後見制度利用

支援事業 

件数 1 2 5 

 

(4)-3 事業の見込量 

表 4-5:成年後見制度利用支援事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

成年後見制度利用

支援事業 

件数 11 14 17 

 

(5) 成年後見制度法人後見支援事業 

(5)-1 事業の概要 

成年後見制度法人後見支援事業は、法人後見実施のための研修や安定的

な活動を実施するための組織体制の構築、適正な活動のための支援を行うもの

です。  

 

(6) 意思疎通支援事業 

(6)-1 事業の概要 

①手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

聴覚、音声・言語機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者に手話通訳者や要約筆記者を派遣し、意思疎通の円滑化を図りま

す。 

②手話通訳者設置事業 

聴覚障がい者等の意思疎通の円滑化を図るため、市役所内に手話通訳者を

設置します。 
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   (6)-2 算定の考え方 

手話通訳者派遣事業及び、要約筆記者派遣事業については、過去の利用実績

などを基礎に算定します。 

表 4-6:意思疎通支援事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

手話通訳者派遣事業 利用人数 48 44 46 

年間利用件数 863 802 828 

要約筆記者派遣事業 利用人数 8 8 10 

年間利用件数 181 179 209 

手話通訳者設置事業 設置人数 １ １ １ 

※平成 25年度までは、コミュニケーション支援事業 

 

(6)-3 事業の見込量 

表 4-7:意思疎通支援事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

手話通訳者派遣事業 利用人数 55 60 66 

年間利用件数 855 883 912 

要約筆記者派遣事業 利用人数 12 14 16 

年間利用件数 244 285 333 

手話通訳者設置事業 設置人数 １ １ １ 

 

(7) 日常生活用具給付事業 

(7)-1 事業の概要 

障がい者等に対し、日常生活用具を給付することにより、日常生活の便宜や福

祉の増進を図ります。越谷市では、日常生活用具として、以下の７区分に基づき事

業を実施しています。 

①介護・訓練支援用具 

特殊寝台や特殊マットなど、障がいのある人の身体介護を支援する用具や、

障がいのある児童が用いる訓練いすなどを給付します。 

②自立生活支援用具 

入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置、電磁調理器など、自立生活

を支援するための用具を給付します。 

③在宅療養等支援用具 

電気式たん吸引器や盲人用体温計など、障がいのある人の在宅療養等を支

援するための用具を給付します。 
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④情報・意思疎通支援用具 

拡大読書器や人工喉頭など、障がいのある人の情報収集、情報伝達や意思

疎通等を支援するための用具を給付します。 

⑤排泄管理支援用具 

ストーマ装具など、障がいのある人の排泄管理を支援する用具を給付します。 

⑥居宅生活動作補助用具（住宅改修） 

障がいのある人の居宅における円滑な生活動作等を図るため、小規模な住宅

改修を行う際に費用の一部を助成します。 

⑦点字図書 

点字により作成された図書を給付します。 

 

 (7)-2 算定の考え方 

日常生活用具給付事業については、過去の利用実績などを基礎に算定します。 

表 4-8:日常生活用具給付事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

介護・訓練支援用具 利用件数 12 15 18 

自立生活支援用具 利用件数 25 17 10 

在宅療養等支援用具 利用件数 5 2 2 

情報・意思疎通支援用具 利用件数 34 37 32 

排泄管理支援用具 利用件数 5,590 4,803 4,144 

居宅生活動作補助用具 

(住宅改修) 

利用件数 5 9 10 

点字図書 利用件数 3 0 2 

 

   (7)-3 事業の見込量 

表 4-9:日常生活用具給付事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

介護・訓練支援用具 利用件数 20 23 26 

自立生活支援用具 利用件数 36 37 39 

在宅療養等支援用具 利用件数 15 15 15 

情報・意思疎通支援用具 利用件数 57 65 74 

排泄管理支援用具 利用件数 5,731 6,388 7,077 

居宅生活動作補助用具 

(住宅改修) 

利用件数 13 16 18 

点字図書 利用件数 2 2 2 
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(8) 手話奉仕員養成研修事業 

(8)-1 事業の概要 

聴覚障がいのある方との交流活動の促進、市の広報活動などの支援者として期

待される手話奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取得した者）の養成研修を

行います。 

 

(8)-2 算定の考え方 

手話奉仕員養成研修事業については、過去の実績などを基礎に算定します。 

表 4-10:手話奉仕員養成研修事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

手話奉仕員養成研修事業 受講者数 21 21 23 

 

(8)-3 事業の見込量 

表 4-11: 手話奉仕員養成研修事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

手話奉仕員養成研修事業 受講者数 27 29 31 

 

(9) 移動支援事業 

(9)-1 事業の概要 

屋外での移動が困難な障がい者に対し、社会生活上必要不可欠な外出や余暇

活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援します。 

(9)-2 算定の考え方 

移動支援事業については、過去の利用実績などを基礎に算定します。 

表 4-12:移動支援事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

移動支援事業 利用人数 122 118 125 

年間利用時間 14,689 17,238 19,374 

 

(9)-3 事業の見込量 

表 4-13:移動支援事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

移動支援事業 利用人数 132 145 160 

年間利用時間 23,736 27,853 32,684 
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(10) 地域活動支援センター事業 

(10)-1 事業の概要 

障がい者に創作的活動、生産活動の機会を提供し、社会との交流を促進しま

す。 

(10)-2 算定の考え方 

地域活動支援センター事業については、過去の利用実績などを基礎に算定しま

す。 

表 4-14:地域活動支援センター事業の実績 

 単位 H24 H25 H26（見込） 

地域活動支援センター

事業 

設置箇所数 8 7 7 

年間利用時間 226 197 200 

 

   (10)-3 事業の見込量 

表 4-15:地域活動支援センター事業の見込量 

 単位 H27 H28 H29 

地域活動支援センター

事業 

設置箇所数 7 7 7 

年間利用時間 200 200 200 
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(11) 専門性の高い意思疎通支援に係る事業 

(11)-1 事業の概要 

障害者総合支援法の施行に伴い、都道府県、指定都市、中核市で、必須事業と

なりました。ここでいう専門性の高い意思疎通支援とは、手話通訳者及び要約筆記

者の養成や派遣に加え、盲ろう者向け通訳・介助員の養成、派遣があります。 

なお、本市では手話通訳者・要約筆記者養成研修事業及び手話通訳者・要約

筆記者派遣事業については既に実施しております。盲ろう者向け通訳・介助員養

成研修事業及び盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業については、実施に向け検討

します。 

①手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

聴覚、音声・言語機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者の自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、手話

通訳者、要約筆記者の養成研修を行います。 

②手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

聴覚、音声・言語機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者に手話通訳者や要約筆記者を派遣し、意思疎通の円滑化を図りま

す。 

③盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

聴覚、音声・言語機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者の自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、盲ろ

う者向け通訳・介助員の養成研修を行います。 

④盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

聴覚、音声・言語機能、その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障が

ある障がい者に盲ろう者向け通訳・介助員を派遣し、意思疎通の円滑化を図りま

す。 
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(11)-2 算定の考え方 

手話通訳者・要約筆記者養成研修事業及び手話通訳者・要約筆記者派遣事業

については、過去の利用実績などを基礎に算定します。盲ろう者向け通訳・介助員

養成研修事業及び盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業については、平成 28 年度

からの実施に向けた調査・研究を進めます。 

 

 表 4-16:専門性の高い意思疎通支援事業の実績 

 単位（年） H24 H25 H26（見込） 

手話通訳者・要約筆記者養成

研修事業 

修了者数 
23 19 21 

手話通訳者・要約筆記者派遣

事業 

利用件数 
1,044 981 1,037 

盲ろう者向け通訳・介助員養

成研修事業 

修了者数 
0 0 0 

盲ろう者向け通訳・介助員派

遣事業 

利用件数 
0 0 0 

   ※手話通訳者・要約筆記者派遣事業の実績及び見込量については、(6) 意思疎通支援事業

(P23)の手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業を合計したものです。 

 

(11)-3 事業の見込量 

表 4-17:専門性の高い意思疎通支援事業の見込量 

 単位（年） H27 H28 H29 

手話通訳者・要約筆記者養成

研修事業 

修了者数 
25 27 29 

手話通訳者・要約筆記者派遣

事業 

利用件数 
1,099 1,168 1,245 

盲ろう者向け通訳・介助員養

成研修事業 

修了者数 
0 1 1 

盲ろう者向け通訳・介助員派

遣事業 

利用件数 
0 1 1 

※手話通訳者・要約筆記者派遣事業の実績及び見込量については、(6) 意思疎通支援事業

(P23)の手話通訳者派遣事業、要約筆記者派遣事業を合計したものです。 
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(12) その他の事業 

その他にも、越谷市では、以下のような事業を実施しています。 

(12)-1 訪問入浴サービス事業 

地域における身体障がい者の生活を支援するため、居宅において入浴サービス

を提供し、身体の清潔の保持、心身機能の維持などを図ります。 

(12)-2 更生訓練費支給事業 

自立訓練や就労移行支援の利用者に訓練に係る費用の一部である更生訓練費

を支給し、社会復帰を促進します。 

(12)-3 就職支度金支給事業 

就労移行支援や就労継続支援の利用者で、就職等により自立する人に、就職

支度金を支給し、社会復帰を促進します。 

    (12)-4 自動車運転免許取得・改造補助事業 

障がい者に対し、自動車運転免許の取得に要する費用の一部を補助し、あるい

は、障がい者が就労等を目的に自ら所有し、運転する自動車の改造に要する費用

の一部を補助することにより、就労その他の社会活動への参加を促進します。 

   (12)-5 日中一時支援事業 

障がい者に対して、日中における一時預かりによる見守り、日常生活訓練等の支

援サービスを提供することにより、その家族や介護者の一時的休息のための支援な

どを行います。 
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2.地域生活支援事業の見込量の確保のための方策 

地域生活支援事業の実施を実現するため、それぞれのサービスについて以下のよう

な見込量の確保のための方策や実施に向けた調査・研究を行います。 

 

(1) 理解促進・研修啓発事業 

障がいのある方が日常生活及び社会生活をするうえで生じる「社会的障壁」をなくすため

イベントや講座などを通じて、理解促進に取り組んでいきます。 

 

(2) 自発的活動支援事業 

障がい者等が自立した日常生活や社会生活が送れるよう、障がい者、その家族、市民、

NPO など多様な主体による活動が実現できるよう支援していきます。 

 

(3) 相談支援事業 

(3)-1 障害者相談支援事業 

障がい者や介助・支援者などからの相談に応じ、必要な情報提供が行えるよう、

障害者地域自立支援協議会を活用するなど、相談支援事業所における相談機能

を高めます。 

また、各相談支援事業者に対する専門的な助言や、関連機関との連携、地域移

行等を促進するため、基幹相談支援センターの設置について検討します。 

    (3)-2 障害者地域自立支援協議会の活用 

障害者地域自立支援協議会において、関係機関の連携体制の綿密化を図ると

ともに、支援体制の整備について協議します。 

＜障害者地域自立支援協議会の構成＞ 

障害者地域自立支援協議会は、相談支援事業所、障害福祉サービス事業者、

関係行政機関、保健医療福祉関係者、関係教育機関、障害者相談員、学識経

験者から組織します。 

＜障害者地域自立支援協議会の主な検討事項＞ 

・ 困難事例等の検討及び調整に関すること 

・ 関係機関によるネットワークの構築推進に関すること 

・ 社会資源の情報の収集及び提供体制に関すること 
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(3) 成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービスの利用の観点から、成年後見制度を利用することが有用であると認め

られる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、

その障がい者の権利擁護を図ります。 

さらに、成年後見制度利用支援事業を含む権利擁護事業について、越谷市社会福祉協

議会と連携し、｢成年後見センターこしがや｣を中心に普及・啓発に努めます。 

 

(4) 成年後見制度法人後見支援事業 

地域生活支援事業としての成年後見制度法人後見支援事業の代替として、福祉的支援

を必要とする方の成年後見制度利用を支援するため、越谷市社会福祉協議会の法人後見

事業の活用を図ります。また、市民後見人の養成を実施するとともに、越谷市社会福祉協

議会と連携し、「成年後見センターこしがや」を中心に市民後見人の適正かつ安定した活

動のための支援に努めます。 

 

(5) 意思疎通支援事業 

聴覚障がい者等のコミュニケーション支援を推進するため、手話通訳者・要約筆記者派

遣事業や手話通訳者設置事業の利用を促進するとともに、登録手話通訳者、要約筆記者

の確保と資質の向上に努めます。また、市職員を対象とした手話研修を実施します。 

 

(6) 日常生活用具給付事業 

日常生活用具の給付について、ホームページ等を通じて事業の周知を図り、ストーマ装

具や情報通信支援用具など障がいの状態に合わせた用具の給付を行います。 

 

(7) 手話奉仕員養成研修事業 

手話奉仕員の育成を通じて、聴覚障がいがある方の生活及び関連する福祉制度等につ

いての理解と認識を深めるとともに、手話で日常会話を行うために必要な手話語彙及び手

話表現技術を習得する市民を増やし、聴覚障がいがある方との交流を促進します。 
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(8) 移動支援事業 

障がい者の外出等社会参加を促進するため、障がいの状態に合わせた移動支援を提

供します。なお、ガイドヘルパー派遣事業・全身性障害者介護人派遣事業・知的障害者介

護人派遣事業、さらにホームヘルプサービスに位置づけられた「同行援護」等と調整を図り

ながら、適正かつ有効な利用を図ります。 

 

(10 ) 地域活動支援センター事業 

障がい者に創作的活動、生産活動の機会を提供し、社会との交流を促進するため、地

域活動支援センターを設置している法人等に対して事業費の補助を行うなど、運営の安定

と質の向上を図ります。 

 

(11) 専門性の高い意思疎通支援にかかる事業 

盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業及び盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業につ

いて、実施に向け検討します。 

 

(12) その他の事業 

障がい者の自立した日常生活や社会生活を支援するため、各種事業の充実に努めます。

また、障がい者の生活実態やニーズを十分に考慮しながら、必要な事業について検討しま

す。 
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第 5章 計画の実現に向けて 
 

計画の実現に向けて、制度等の周知を図るため、行政や関係機関、市民が情報を

共有し、共通理解のもと各方策等に取り組まなければなりません。また、保健・福祉・

教育などの行政の各分野だけでなく、社会福祉協議会、障がい者団体、サービス提

供事業者等との連携を図るとともに、事業所の設置を検討している法人等に対し情報

提供を行い、社会資源の充実を図ることが必要です。さらには、障がい者の権利擁護

の推進や、各年度における計画の達成状況を点検・評価し、対策を行うことが不可欠

となります。 

本市では、次に掲げる点を特に配慮して、計画の実現に努めます。 

 

1.障害福祉サービス等に関する情報提供の充実 

障害福祉サービス、相談支援、地域生活支援事業の周知を図るため、ホームページや

広報、各種パンフレット等により、分かりやすく、かつ点字や図書のデイジー化なども活用し

ながら障がいに応じた適切な情報提供に努めます。また、民生委員・児童委員や身体障害

者相談員・知的障害者相談員に対する研修会等を通じて、制度の周知を図ります。 

 

2.関係機関等の連携強化 

計画の実現を図るため、保健や福祉、教育などの行政の各分野はもとより、社会福祉協

議会や市民、各種団体、サービス提供事業者などが、それぞれの役割を果たすとともに、

障害者就労支援事業連絡会議や障害者地域自立支援協議会等の場において相互に連

携を図ります。 

 

3.中核市としての社会資源の充実・確保 

中核市への移行に伴い、指定障害福祉サービス事業者の指定及び社会福祉施設等施

設整備費補助金に係る事務等が埼玉県より市に移譲されます。 

このことにより、本市における障がい者福祉に対するニーズの把握、事業所の設置に係

る相談から指定、事業者に対する指導助言等一貫した事務を行うことが可能となります。さ

らには、補助金について、積極的な情報提供に努めるとともに、市の財源確保を伴う国庫

補助の採択に向けた協議を行い、その活用を図ることにより、社会資源の充実・確保に努

めます。 
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4.権利擁護の推進 

「成年後見センターこしがや」を中心に成年後見制度の普及・啓発を図るとともに、制度

を必要とする人への利用に関する相談、手続き支援等に努めます。また、市民後見人の養

成やその活動を支援し、地域で見守り、支える仕組みづくりを進めます。さらに、障がい者

等に対する虐待の防止のため、障害者地域自立支援協議会を活用すること等により、体制

の強化を図り、併せて啓発を進めます。 

 

5.計画の進行管理 

各年度における地域生活への移行や一般就労への移行などの目標値や、サービスの見

込量について、達成状況を点検・評価し、社会福祉審議会障害者福祉専門分科会におい

て報告します。また、その結果に基づいて、障がい者施策や関連施策の動向も踏まえなが

ら、計画達成に向け必要な対策を実施します。 
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1.アンケート調査概要 

(1) 調査の目的 

   第４期越谷市障がい福祉計画及び、平成２７年度に策定する第４次越谷市障がい者計

画の策定にかかる基礎調査とするため、障がい者等の生活及び介助の状況等について、

アンケート調査を実施しました。 

 

(2) 調査の実施概要 

  (2)-1 調査期間 

平成２６年７月３０日（水）から９月１日（月） 

  (2)-2 調査の配布・回収方法 

対象 配布・回収方法 

身体障がい者、知的障がい者、 

市民、障害福祉サービス事業所 
郵送配布・郵送回収 

精神障がい者、発達障がい者、 

高次脳機能障がい者、難病患者 
団体等を通じて配布・郵送回収 

 

  (2)-3 調査対象と回収状況 

対象 配布数（A） 件数（B） 回収率（B／A） 

身体障がい者 2,104 1,225 58.2％ 

知的障がい者 367 184 50.1％ 

精神障がい者 200 84 42.0％ 

発達障がい者 45 20 44.4％ 

高次脳機能障がい者 30 8 26.7％ 

難病患者 83 59 71.1％ 

市民 1,491 738 49.5％ 

障害福祉サービス事業所 262 156 59.5％ 

合計 4,582 2,474 54.0％ 
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2.障がい者数の状況（各年度末） 

表 6-1:身体障害者手帳の推移 

年度 児/者 総数 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

H21 年度 

児 221 84 59 39 9 11 16 

者 7,551 2,692 1,203 1,288 1,656 391 324 

計 7,772 2,776 1,262 1,327 1,665 402 340 

H22 年度 

児 225 82 64 39 12 16 12 

者 7,895 2,768 1,240 1,375 1,783 404 325 

計 8,120 2,850 1,304 1,414 1,795 420 337 

H23 年度 

児 228 88 58 36 13 18 15 

者 8,042 2,846 1,272 1,400 1,820 393 311 

計 8,270 2,934 1,330 1,436 1,833 411 326 

H24 年度 

児 241 94 62 35 14 19 17 

者 8,334 2,922 1,303 1,488 1,896 402 323 

計 8,575 3,016 1,365 1,523 1,910 421 340 

H25 年度 

児 235 93 55 33 14 21 19 

者 8,683 3,028 1,326 1,553 2,009 424 343 

計 8,918 3,121 1,381 1,586 2,023 445 362 

 

表 6-2:療育手帳所持者の推移 

年度   総数 A A B C 

H21 年度 

児 476 102 126 127 121 

者 984 262 280 307 135 

計 1,460 364 406 434 256 

H22 年度 

児 530 118 123 129 160 

者 992 260 282 312 138 

計 1,522 378 405 441 298 

H23 年度 

児 578 117 133 141 187 

者 1,052 271 289 336 156 

計 1,630 388 422 477 343 

H24 年度 

児 609 109 149 139 212 

者 1,089 283 293 347 166 

計 1,698 392 442 486 378 

H25 年度 

児 615 114 138 132 231 

者 1,149 292 297 371 189 

計 1,764 406 435 503 420 
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表 6-3: 精神障害者保健福祉手帳所持者数 

年度 児/者 総数 1 級 2 級 3 級 

H21 年度 

児 9 5 4 0 

者 988 120 632 236 

計 997 125 636 236 

H22 年度 

児 11 5 5 1 

者 1,146 128 752 266 

計 1,157 133 757 267 

H23 年度 

児 20 5 13 2 

者 1,289 131 845 313 

計 1,309 136 858 315 

H24 年度 

児 25 5 16 4 

者 1,464 143 972 349 

計 1,489 148 988 353 

H25 年度 

児 43 8 26 9 

者 1,638 176 1,053 409 

計 1,681 184 1,079 418 
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3.計画の策定経過と策定体制 

(1) 計画の策定経過 

日程 事項 

平成２５年 ９月 越谷市障がい福祉計画策定の方針決定 

１０月１６日 

１０月２５日 

平成２５年度第２回障害者地域自立支援協議会 

平成２５年度第２回障害者施策推進協議会 

１２月２５日 第１回策定委員会 

平成２６年 １月１７日 平成２５年度第３回障害者地域自立支援協議会 

２月２０日 平成２５年度第３回障害者施策推進協議会 

３月１９日 第１回作業部会 

６月 

６月１９日 

コンサルタント業者の選定、委託契約 

平成２６年度第１回障害者地域自立支援協議会 

７月～ 

７月８日 

７月３０日 

～９月１日 

数値目標・サービス見込量の検討 

平成２６年度第１回障害者施策推進協議会 

アンケート調査の実施 

８月１９日 平成２６年度第２回障害者施策推進協議会 

９月 アンケート調査の集計・分析 

１０月２２日 第２回作業部会 

１１月４日 

１１月１２日 

１１月１９日 

平成２６年度第３回障害者施策推進協議会 

平成２６年度第２回障害者地域自立支援協議会 

第２回策定委員会 

１２月１０日 

～１月９日 

パブリックコメントの実施 

平成２７年 １月２０日 

１月３０日 

第３回作業部会 

平成２６年度第３回障害者地域自立支援協議会 

２月５日 

２月１９日 

平成２６年度第４回障害者施策推進協議会 

第３回策定委員会 

３月 第４期越谷市障がい福祉計画の策定（市長決裁） 

障がい福祉計画の公開（ホームページ） 
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(1) 計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市  長 
【計画の策定】 

障害者施策推進協議会  

学識経験者 

保健医療福祉関係機関代表 

障がい者団体代表 

公募市民 

（19 人） 

意 

見 

障害者地域自立支援協議会 

学識経験者 

相談支援事業関係者 

障害者相談員等 

保健医療福祉関係機関関係者

（20 人） 

アンケート 

・身体障がい者  ・知的障がい者 

・精神障がい者  ・発達障がい者 

・高次脳機能障がい者 

・難病患者    ・市民 

・障害福祉サービス事業所 

基 礎 調 査 

・障がい者等の状況 

・公的サービス提供状況 

障 が い 福 祉 計 画 策 定 委 員 会  

【必要事項の協議及び計画原案の作成】 

委員長：福祉部長 

副委員長：子ども家庭部長 

委員：関係課長職 

作 業 部 会 

 
【専門的事項の検討及び調査研究】 

部会長：障害福祉課副主幹 

副部会長：子育て支援課副課長 

部会員：関係課副課長職又は係長職等 

 

事務局 
障害福祉課 

コンサルタント【助言指導】 

（庁内体制） 

提 示 報 告 

現状把握 
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4．用語の解説 

○ガイドヘルパー派遣事業 

重度の視覚障がい者や車イス利用者が外出する時に、付き添い介助を行うサービス。

通院や公的な手続き等のための外出に利用できる。 

○基幹相談支援センター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、障害者総合支援法におい

て、市町村が設置することができるとされている。相談支援事業が適正かつ円滑に実施

されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門的

職員を配置することや、地域における相談支援事業者等に対する専門的な指導・助言、

情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行に向けた取組等を実施することにより、相

談支援機能の強化を図る。 

○国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害

者優先調達推進法） 

障害者就労施設等で就労する障がい者の経済面の自立を進めるため、国や地方公

共団体などの公的機関が、物品やサービスを調達する際、障害者就労施設等から優先

的・積極的に購入することを推進するために、平成 25 年 4 月 1 日から施行された。 

この法律により、地方公共団体は、毎年度、障害者就労施設等からの物品等の調達

方針を作成するとともに、当該年度の終了後、調達の実績を公表する。 

○高次脳機能障がい 

脳血管疾患や交通事故などによる脳損傷を原因とする、記憶・注意・思考・言語など

の知的機能の障がい。外見上は障がいが目立たないため、周囲の人に理解されにくい

場合や、本人自身が障がいを十分に認識できない場合もある。 

○越谷市社会福祉審議会障害者専門分科会 

平成２７年４月１日の中核市移行に伴い、社会福祉法第7条1項の規定に基づき設置

される。社会福祉審議会の中には、４つの専門分科会が置かれ、そのうちのひとつであ

る障害者福祉専門分科会においては、障がい者福祉に関する調査審議を行う。なお、

障害者福祉専門分科会には、身体障がいの程度に関する事項等を調査審議する審査

部会が設置される。 

○越谷市障がい者計画 

障害者基本法に基づいて策定する、障がい者のための施策に関する基本的な計画。越

谷市では、これまで、平成１０年８月に「越谷市障害者計画」を策定し、その後「障がいのある

人もない人も分け隔てられることなく、ともに育ち、ともに働き、ともに暮らすことのできる地域

社会」を基本理念に、平成１６年３月には「新越谷市障害者計画」を、平成２０年３月には「改

訂新越谷市障がい者計画」を策定した。平成２３年３月には、基本理念を引継ぎ、平成２３年

度から平成２７年度を計画期間とした「第３次越谷市障がい者計画」を策定した。 
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○越谷市障害者施策推進協議会 

障がい者施策の総合的・計画的推進を図るため、障害者基本法に基づいて設置する

市長の附属機関。越谷市では平成１８年８月に設置されたが、平成２７年４月１日の中核

市移行に伴い、社会福祉法第 7 条 1 項の規定に基づく社会福祉審議会障害者福祉専

門分科会を設置することから、その機能を社会福祉審議会に移行し、平成２７年３月３１

日をもって廃止することとなった。 

○越谷市障害者地域自立支援協議会 

相談支援事業を効果的に運営し、地域の障がい福祉に関するネットワークの構築を推

進することを目的に設立する組織。障害者地域自立支援協議会で検討する事項は、困

難事例等の検討及び調整に関すること、関係機関によるネットワークの構築推進に関す

ること、社会資源の情報の収集及び提供体制に関することなどがある。 

○手話通訳者 

手話通訳により聴覚障がい者や音声言語機能障がいのある方にコミュニケーションの

支援を行う人 

○障害者基本法の改正や障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害

者差別解消法） 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環とし

て、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを理由とする差別の解消を推進

することを目的として、平成 25 年 6月に制定され、平成 28年 4 月に施行される。 

○障害者権利条約 

障害者の人権及び基本的自由の享有を確保し，障害者の固有の尊厳の尊重を促進

することを目的として，障害者の権利の実現のための措置等について定める条約。障害

者基本法の改正や障害者差別解消法が成立したこと等により、国内の法律が障害者権

利条約の求める水準に達したとして、平成２５年１２月、障害者権利条約の批准が国会で

承認され、国連事務局への申請が平成２６年１月に受理された。また、同年２月１９日に

同条約は我が国について効力を発生した。 

○障害者雇用促進法 

障がい者に対する差別の禁止及び障がい者が職場で働くに当たっての支障を改善

するための措置(合理的配慮の提供義務)を定めるとともに、障がい者の雇用に関する状

況に鑑み、精神障がい者を法定雇用率の算定基礎に加える等の措置を追加し、平成 28

年 4 月 1日に施行される。 
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○障害者就労支援センター 

障がい者の就労を促進するための就労支援および障がい者の地域社会での就労能

力や社会適応力を高めるとともに、多様な就労形態を模索する地域適応支援を実施し、

障がい者の職業的および社会的自立の促進を図ることを目的として、総合的な就労支

援を実施する。越谷市では平成１７年４月に産業雇用支援センター内に開設した。 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支

援法） 

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の

実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずる」ことを趣旨として、障害者自立支

援法を改正する形で施行された。この法律では、自立支援給付の対象者、内容、手続き

等、地域生活支援事業、サービスの整備のための障害福祉計画の作成、費用の負担等

について定めている。 

○身体障害者相談員 

身体障がい者やその保護者の相談に応じ、その更生のために必要な援助を行うこと

により、福祉の増進を図ることを目的として越谷市の委嘱を受けた相談員 

○ストーマ装具 

ぼうこう、直腸機能等の障がいにより、ストーマ（腹部に設けた便や尿の排泄口のこと）

を造設している方が使用する装具のことをいう。 

○成年後見制度（法定後見） 

知的障がい者・精神障がい者などで判断能力が不十分な場合、財産管理や遺産

分割、介護その他商法上の契約などで権利を侵かされることや、不利益を被るこ

とがないように、家庭裁判所が選任した後見人が財産管理や契約に関与する保

護・支援制度。本人の判断能力に応じて、成年後見人、保佐人、補助人が選任さ

れる。他に、本人と任意後見受任者との契約による任意後見がある。 

○全身性障害者介護人派遣事業 

重度の全身性障がい者の外出援助等のために、障がい者の推薦により市町村が適当

と認めた介護人を派遣する事業。 

○第三者評価 

福祉機関や関連する機関が提供する福祉・介護サービスなどの質が適切なものかどう

かについて、機関内部で判断するのではなく機関外の第三者によって行われる評価シ

ステム。 
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○地域適応支援事業 

障がい者が公共機関や民間事業所などにおける職場参加や実習を通して、地域社

会での就労能力や適応能力を高めることを目的として越谷市が平成１３年度から実施し

ている事業。多様な雇用・就労形態も視野に入れた雇用対策の充実を図るために行わ

れている。 

○知的障害者介護人派遣事業 

在宅の重度の知的障がい者に対し、外出援助等のための介護人を派遣することにより、

知的障がい者の生活圏の拡大を図り、その社会参加を促進する事業。 

○市民後見人 

老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に、

市民後見人の育成・活用についての市町村の努力義務が規定されている。自治体等の

研修等を通じて、一般市民が後見人として選任されるものや、法人後見の支援員として

活動するなど、新たな成年後見制度の担い手として、各自治体で様々な取り組みが進め

られている。 

○知的障害者相談員 

知的障がい者やその保護者の相談に応じ、その更生のために必要な援助を行うこと

により、福祉の増進を図ることを目的として越谷市の委嘱を受けた相談員。 

○中核市 

規模や能力が比較的大きな都市において、都道府県で行っている業務の多くを取り

扱えるようになる市をいう。行政はできるだけ住民の身近なところで行うという地方自治の

理念を実現するために、平成６年の地方自治法改正により創設された制度であり、越谷

市は平成２７年４月１日より中核市に移行する。中核市移行に伴い、障がい福祉の分野

では、身体障害者手帳の交付、障害福祉サービス等事業者の指定に係る事務が移譲さ

れる。 

○内部障がい 

心臓、じん臓、呼吸器、ぼうこう、直腸、小腸、肝臓の機能障がい、もしくはヒト免疫不

全ウィルス（ＨＩＶ）による免疫の機能の障がい 

○難病 

原因不明で、治療方法が未確立であり、生活面で長期にわたり支障が生じる疾

病のうち、がん、生活習慣病等別個の対策の体系がないものをいう。具体的には

「筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）」「潰瘍性大腸炎」「網膜色素変性症」「全身性エ

リテマトーデス」「ベーチェット病」「脊髄小脳変性症」「悪性関節リウマチ」「パ

ーキンソン病」など。平成２７年１月１日より、１５１の疾病が障害福祉サービ

ス等の対象となっている。 
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○ノーマライゼーション 

障がい者を特別視するのではなく、障がいのある人もない人も誰もが個人の尊厳が重

んじられ、地域の中で同じように生活を営める社会が通常（ノーマル）の社会であるとする

考え方。ＷＨＯの概念では、個人的な状況だけではなく、参加の制限や活動の制約など

社会的な状況も障がいの態様の１つととらえており、障がいのある人もない人もともに生

活し活動できる生活条件・社会をつくりだすことが重視されている。 

○発達障がい 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多

動性障がいその他これに類する脳機能の障がいであってその症状が通常低年齢におい

て発現するものをいう。 

○法人後見 

親族以外の人で後見人に選任される、第三者後見人の一つ。社会福祉協議会等が

法人として、後見人に選任されるもの。他に、第三者後見人として、弁護士や司法書士、

社会福祉士等の専門職後見人がある。 

○盲ろう者向け通訳・介助員 

視覚と聴覚の重複障がい者にコミュニケーションや移動等の支援を行う人。 

○要約筆記者 

要約筆記により聴覚障がい者や音声言語機能障がいのある方にコミュニケーションの

支援を行う人。利用にあたっては、個人で利用する場合に利用者の隣でノートや紙に要

約筆記するノートテイクと、複数の方が同時に利用する場合に要約筆記したものをスクリ

ーンに拡大して映し出すＯＨＣ（オーバーヘッドカメラ）の２つの方法がある。 
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